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本稿は，2017年６月に実施した「2017年

度 漁協アンケート調査」結果の概要である。

全国1,146組合・支所（１県１漁協等の大規

模漁協の支所・支店を含む。以下「組合」と

いう）に配布し，478組合から回答をいただ

いた（回収率41.7％）。

漁業者および水揚高が減少傾向にある漁

協において，現状のままでは将来的に経営

を存続していくのは厳しい状況にある。そ

のようななか，漁協が自ら新たな事業を実

施し収益を獲得することは，漁協経営の財

源確保にあたって必要な取組みのひとつと

考えられる。そこで，本アンケートでは，

漁協の自営事業の現状を中心に取り上げた。

以下では，漁協自営事業に関するアンケー

トおよびヒアリングの結果について紹介す

る。

漁協では販売や購買，製氷・冷凍・冷蔵

等の漁業に関連する事業を従来から行って

いるが，環境変化のなかで販売事業におい

ては買取販売や輸出等の新たな取組みをは

じめている漁協もある。アンケートでは，

「買取販売」（29.6％）が最も多く，次に「組

合自営漁業」（25.5％），「加工事業」（24.6％）

である（第１図）。なお，水産庁『水産業協

同組合統計表』によると，15年時点で漁協

が買取販売しているのは948組合中200組合

（21.1％），組合自営漁業は185組合（19.5％），

加工事業は165組合（17.4％）である。

水揚金額の最も多い漁業種類（以下「主

な漁業種類」という）別にみると，「買取販

売」と回答している割合が高いのは，「魚

類養殖」（20組合中11組合：55.0％）と「まき

網・船曳網等」（62組合中27組合：43.5％）で

ある。また，正組合員数別にみると，正組

合員が多いほど「買取販売」と回答してい

る割合が高い（「正組合員400名以上」で「買
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第1図　漁協で実施している漁業関連事業（複数回答）
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る（387組合集計・複数回答）。

ヒアリングをしたＡ漁協では，移動販売

車による販売に10年ほど前から取り組んで

おり，漁協で仕入れた鮮魚に加えて地元農

産物やその加工品・総菜等を販売している。

従事者はパートで，地区の集会所等の拠点

を週４日巡回して販売している。利用者の

中心は高齢者である。ピーク時には移動販

売車７台で７千万円の年間売上を計上した

こともあるが，地域住民の減少等の影響も

あり，16年度は移動販売車４台で４千万円

強の年間売上である。Ａ漁協では移動販売

車の取組みによって，漁協の収益改善と漁

業者の所得向上を実現しており，管内の買

い物弱者等の住民の支援・人口流出の歯止

めにも貢献している。

ヒアリングをしたＢ漁協の組合自営漁業

は，Ｃ大学との共同による稚魚・成魚の養

殖である。事業運営の中心はＣ大学の事業

場であり，事業への出資割合はＣ大学が８

割，漁協が２割である。利益も基本的には

出資割合で案分される。漁協からは職員４

名が事業場に出向しており，飼育や出荷・

選別業務を担当している。５か所の養殖漁

場（特定区画漁業権）は，すべて漁協とＣ

大学が共同漁業権者となっている。漁協は

金銭出資と職員の出向を行い，それに対す

る利益を得ている。漁協のメリットは利益

を得られることではあるが，それにあたっ

て漁協が事業のリスクをすべて負わなくて

よいことや養殖に関する専門技術が不要で

あることは当事業の魅力である。組合員に

とっては，漁協に漁業自営から利益がもた

取販売」を実施している組合は70.6％）。同様

の傾向は「組合自営漁業」と「加工事業」

にもみられる。

各事業の目的としては「組合経営の財源

確保」と回答している割合が高く，そのなか

でも高かったのは，「組合自営漁業」（88.6％），

「移動販売」（77.8％），「買取販売」（41.8％）

である。「買取販売」の目的は，「組合経営

の財源確保」と「魚価の向上」（各41.8％）が

最も多く，次に「組合員の所得向上」（27.9％）

である。同様に，「組合自営漁業」は，「組

合経営の財源確保」（88.6％）が最も多く，次

に「組合員に雇用の場の提供」（21.9％），「加

工事業」は，「魚価の向上」（47.1％）が最も

多く，次に「組合経営の財源確保」（41.2％），

「組合員の所得向上」（37.3％）である。

各事業の収支動向については，「黒字傾

向」と回答している割合が最も高かったの

は「輸出」（71.4％）で，次が「組合自営漁業」

（63.5％），「移動販売」（44.4％）である。なお，

「輸出」と回答している８組合すべてが，こ

こ２～３年の組合事業利益を「黒字傾向」

と回答している。「輸出」以外で組合事業

利益が「黒字傾向」と回答している割合が

50％以上の事業は「移動販売」（60.0％），「加

工事業」（54.5％）である。

現在実施している事業の今後の方針とし

て，「拡大」と回答している割合が最も高

かったのは「輸出」（57.1％）で，次が「畜養」

（40.9％），「加工事業」（35.0％）である。

漁協で今後実施したい漁業関連事業は，

「加工事業」（7.2％）が最も多く，次に「蓄

養」（3.4％），「組合自営漁業」（2.3％）であ

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp



農林金融2018・4
56 - 254

向け）」と回答している割合が高い。正組合

員数別にみると，「正組合員400名以上」で

は「直売所」を実施している組合は51.7％

である。

各事業の目的として「組合経営の財源確

保」と半数以上の組合が回答しているのは，

「海水浴関連事業」（90.0％），「釣堀」（87.5％），

「プレジャーボートの管理」（82.1％），「駐

車場」（75.8％），「サーフボード等の艇庫・

倉庫」（75.0％），「ダイビング案内」（69.2％），

「潮干狩り」（65.0％），「レストラン・食堂」

（63.9％），「直売所」（55.6％）である。

回答の多かった「直売所」の目的は，「組

合経営の財源確保」（55.6％）が最も多く，

次に「魚価の向上・維持」（54.5％），「組合

員の所得向上」（21.2％）である。同様に，「漁

業体験（学生向け）」は「地元の他組織等か

らの要望」（69.6％）が最も多く，次に「利

らされることによって賦課金や販売手数料

の値上げ等を抑えることができるというメ

リットがある。Ｃ大学サイドにとっては，

漁協と共同事業を行うことによって，養殖

に必要な海面漁場や陸上用地の確保，天然

親魚等の入手，地元漁業関係者との調整等

に関して組合員からの理解が得られ，単独

で実施するよりも迅速かつ容易，確実であ

るというメリットがある。今後，組合自営

漁業を導入しようと検討している漁協は，

大学や民間企業との共同による実施も検討

してみる価値はある。

漁協で実施している観光・レジャー関連

事業としては，「直売所」（25.7％）が最も多

く，次に「漁業体験（学生向け）」（12.3％），

「レストラン・食堂」（9.5％）である（第２

図）。「その他」としては，「貸竿」「島巡り」

「特産物祭り」「釣筏」「シーカヤック」「朝

市」「みなと祭り」等が挙げられている。

なお，水産業協同組合統計表によると，15

年時点で漁協が「海釣り施設」を実施して

いるのは948組合中23組合（2.4％），「潮干

狩り場」23組合（2.4％），「ダイビング案内」

17組合（1.8％），「遊漁船業」33組合（3.5％）

である。

主な漁業種類別にみると，「まき網・底曳

網等」と「魚類養殖」は他の漁業種類と比

較して「直売所」と「レストラン・食堂」

と回答している割合が高い。同様に，「その

他養殖」と「定置網」は「漁業体験（学生

2　観光・レジャー関連事業 （%）

第2図　漁協で実施している観光・レジャー関連事業
（複数回答）
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加工施設）を建設し，Ｄ漁協は指定管理者

として施設の運営を行っている。Ｄ漁協の

従来の直売所や食堂は当該施設に移転し，

以前よりも多くの来場者を獲得している。

１階の直売所では，生
い け す

簀での活魚販売や漁

師による魚介類の対面販売が行われており，

２階の食堂では地元ブランドの水産物等を

食材とした料理を提供している。

前述のＡ漁協では，釣堀とレストラン，

自営養殖を行っている。釣堀には自営の養

殖魚と組合員から購入した漁獲物を入れて

おり，釣った魚は利用者の買取りで，利用

者はその魚をレストランで料理してもらえ

るようになっている。レストランは，地区

内外の人々が会食や会議，法事等に利用し

ており，慶事や法事の料理の仕出しにも対

応している。Ａ漁協のように複数の事業を

組み合わせることによって相乗効果が期待

されるが，一度に体制を整備するとリスク

も大きい。Ｄ漁協のように着実に利用者の

ニーズを把握しながら，利用者の増加・定

着を図り，事業を拡大していくことが良策

といえる。

一方で，比較的容易に開設できる朝市や

夕市に取り組んでいる漁協もあるが，ヒア

リングしたいくつかの漁協では，漁業者が

値付けを安くしてしまう傾向があり，利益

が思うように出ず，途中で中止してしまう

ケースがあるとのことである。直売に実験

的に取り組むにあたっては，値付けや開催

頻度，時間，場所等を加味して実施する必

要がある。

用者等からの要望」（10.9％）である。「レ

ストラン・食堂」は「組合経営の財源確保」

（63.9％）が最も多く，次に「魚価の向上・

維持」（36.1％），「地域住民に雇用の場の提

供」（19.4％）である。

各事業の収支動向については，「黒字傾

向」と半数以上の組合が回答しているのは

「駐車場」（58.8％），「プレジャーボートの

管理」（53.6％），「サーフボード等の艇庫・

倉庫」（50.0％）である。「赤字傾向」の回

答割合が比較的高かったのは，「宿泊施設」

（66.7％），「水産加工体験」（28.6％），「漁業

体験（就漁希望者向け）」（28.6％）である（回

答組合数の少ないことに留意）。回答の多か

った「直売所」と「レストラン・食堂」は，

それぞれ「黒字傾向」が36.7％と47.2％，「赤

字傾向」は18.4％と11.1％である（ほか「収

支均衡」）。「漁業体験（学生向け）」は「収

支均衡」（71.4％）が最も多く，次に「赤字

傾向」（26.8％）である。

現在実施している事業の今後の方針とし

て，「拡大」と回答している割合が高かった

のは「クルージング」（100.0％），「漁業体験

（観光向け）」（48.0％）である。

漁協で今後実施したい事業は，「直売所」

（7.4％）が最も多く，次に「レストラン・食

堂」（5.5％），「ダイビング案内」（3.2％）で

ある（379組合集計・複数回答）。

九州地方のＤ漁協では，10年ほど前から

小規模な直売所や食堂を開設し，積極的な

水産物の販売を通じて利用者の集客・定着

を図っている。その取組みも評価され，２

年前には市が水産振興施設（水産物販売・

農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp



農林金融2018・4
58 - 256

有して葬祭事業を行っている。きっかけは，

Ｅ漁協の遊休地の活用と農協の葬祭事業の

順調な経営実態からの影響であった。葬祭

事業を担当する職員は，半数以上が中途採

用で，葬祭業に従事していた人たちである。

当初は既存の葬祭場の存在や地域に周知さ

れていなかったこともあり事業収支は厳し

かったが，ここ２，３年は利用者による口

コミやPR活動によってプラスに転じている。

近年は大手企業の参入等もあり経営は容易

ではないが，現時点では葬祭事業から一定

の収入を得ることができており，漁協の重

要な収益源のひとつとなっている。Ｅ漁協

の職員は，「競合他社の存在しない漁村地

域であれば，葬祭事業はニーズもあり，一

定の収益源になる可能性があるのではない

か」と言う。

Ｅ漁協では散骨業者に委託する形態での

海洋散骨にも対応している。当初，Ｅ漁協

で散骨用のクルーザー（飲食スペースやトイ

レ等が完備）の保有を検討したようである

が，コスト面から見送られた。散骨事業に

ついては，散骨時だけでなく，法事を海洋

で行いたいというニーズもあり，食事や引

き物のような補完財の需要もある。散骨は

法規制の対象外（一部地域の条例を除く）で

あり，漁協の自営事業として検討する余地

はあると考えるが，一方で，縁起を重んじ

る漁業者に受け入れてもらうには難しい面

もある。

高齢者向け施設を運営していると回答し

た２組合のひとつは居宅介護支援事業所

（事業内容：居宅介護支援，デイサービス）で，

漁協で実施している生活関連事業として

は，「土地の賃貸」（15.9％）が最も多く，次

に「渡船」（2.9％），「葬祭事業」（2.6％）で

あり，実施している組合は少ない（第３図）。

「その他」としては，「駐車場」「家屋の賃貸」

「建物賃貸」「旧事務所の賃貸」「事業紹介所」

「ガソリンスタンド」「プロパン」「LPG販売」

「スーパーマーケット」等が挙げられてい

る。

今後，漁協で実施したい事業としては，

「育児施設・サービス」（2.7％）が最も多く，

次に「葬祭事業」（0.8％）である（347組合

集計・複数回答）。「育児施設・サービス」を

実施している組合は現時点ではないが，「葬

祭事業」を実施している漁協の事業目的は，

「組合財源の確保」（88.9％）が最も多く，次

に「組合員からの要望」（22.2％），「地域か

らの要望」（11.1％）である。

実際にＥ漁協では10年前から葬祭場を保

3　生活関連事業

（%）

第3図　漁協で実施している生活関連事業（複数回答）
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ほかにも「誰がするのか」という人員や

「漁港内に食堂を作れない」等の規制の問

題を挙げていた。資金面については，国や

市町村の補助事業を活用して乗り越えたと

いうケースもあったが，「新規事業に失敗

したらどうしよう」という思いから事業の

着手を躊躇している漁協は多い。そこで先

述したＡ漁協のように移動販売車を試験的

に１台導入してみたり，Ｄ漁協のように小

規模な直売所からはじめることによって，

事業性・発展性をテストしながら，リスク

の小さいやり方で事業を立ち上げるという

方法もある。あるいは試験的に小さく事業

に取り組める行政等による支援があると望

ましいと考える。

具体策がわからない漁協においては，組

合内部や組合員との話合い，もしくは水産

業普及指導員や地元の他組織等からのアド

バイスを得る機会等をつくることによって

解決できるであろう。また，今回のアンケ

ート結果を活用していただくのもひとつで

ある。

漁協が新たな自営事業に取り組むことは

容易ではないが，経営的に厳しい漁協は既

存事業の改善と新たな収益機会を模索・実

現しながら収益の改善に努めていくしかな

い。資金繰りや人材不足という課題を抱え

ながらも，それに屈することなく前向きな

取組みをしている漁協はある。できない理

由を探して諦めるのではなく，組合員や地

域を巻き込んで新たな事業に挑戦すること

が必要である。
（おなか　けんじ）

もう１組合（Ｆ漁協）は認知症対応型グル

ープホーム（定員18名）である。両組合と

も地域からの要望に対応するために高齢者

向け施設の運営をはじめている。

Ｆ漁協は，地域からの要望でスーパーマ

ーケット（全日食チェーンに加盟）も運営し

ており，配送サービスも実施している。今

後は買い物代行の導入も検討している。当

スーパーの従業員は20名程度で，地域住民

への雇用の場の提供になっている。年間売

上は４億円を超えており，収支は黒字傾向

である。また，Ｆ漁協は鮮魚や加工品を販

売する直売所を自営スーパーの隣地で運営

しており，スーパーで販売する切り身や刺

身等の提供は当直売所が担っている。直売

所はピーク時には年間1.6億円の売上げを計

上したこともあり，魚価の向上・組合員の

所得向上にも貢献している。そのほかに，

Ｆ漁協は観光向けの漁業体験や自営漁業も

行っており，相乗効果もあって各事業の収

支は黒字傾向になっている。

ヒアリングした漁協の多くは，「現状を

打破するための取組みをしたい」「現状の

ままでは状況が悪化していくだけ」という

認識をもっていた。そのようななか，新た

に取り組みたい事業が明確な漁協もあれば，

「何かしたい」が具体策がわからないとい

う漁協もあった。

事業が明確であるが取り組まれていない

理由としては，資金面が一番であったが，

おわりに
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